
貸 借 対 照 表
平成23年３月31日

その他の勘定
（単位：円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資産の部 負債の部
Ò 流動資産 Ò 流動負債

現金及び預金 2¶020¶304¶841 未払金 71¶254¶748

未収入金 4¶433 未払消費税等 2¶887

未成検査支出金 1¶083¶384¶478 未払費用 54¶843¶994

未収収益 120¶361 短期リース債務 2¶402¶277

流動資産合計 3¶103¶814¶113
前受金 2¶157¶501¶200

Ó 固定資産
預り金 3¶618¶922

１．有形固定資産 流動負債合計 2¶289¶624¶028

車両運搬具 35¶280¶580 Ó 固定負債
減価償却累計額 � 33¶516¶542 資産見返負債

1¶764¶038
資産見返物品受贈額 18¶672¶752

工具器具備品 207¶545¶264 18¶672¶752

減価償却累計額 � 181¶375¶477 長期リース債務 2¶795¶683

26¶169¶787
退職給付引当金 88¶077¶249

有形固定資産合計 27¶933¶825
固定負債合計 109¶545¶684

２．無形固定資産 負債合計 2¶399¶169¶712

ソフトウエア 18¶868¶494 純資産の部
電話加入権 174 Ò 資本金 0

無形固定資産合計 18¶868¶668
Ó 資本剰余金

資本剰余金

損 益 計 算 書
平成22年４月１日～平成23年３月31日

その他の勘定
（単位：円）

科 目 金 額

Ò 経常費用

１．業務費

給与手当 290¶254¶771

法定福利費 68¶361¶416

退職給付費用 23¶162¶071

その他の人件費 69¶550¶097

減価償却費 4¶003¶670

賃借料・リース料 76¶512¶729

通信運搬費 29¶601¶071

保守料 388¶717

外注費 7¶676¶277

固定資産除却損等 82¶056¶344

その他 59¶500¶203 711¶067¶366

２．一般管理費
役員報酬 10¶637¶837

給与手当 25¶542¶589

法定福利費 9¶001¶316

退職給付費用 2¶982¶938

その他の人件費 26¶506¶741

減価償却費 17¶639¶202

賃借料・リース料 34¶745¶858

通信運搬費 2¶299¶676

３．投資その他の資産 資本剰余金 16¶416¶000

敷金・保証金 32¶435¶125
損益外減損損失累計額 � 16¶415¶826

投資その他の資産合
計

32¶435¶125
資本剰余金合計 174

固定資産合計 79¶237¶618

Ô 利益剰余金
前中期目標期間繰越積
立金

46¶676¶663

積立金 521¶836¶366

当期未処分利益 215¶368¶816

（うち当期総利益） (215¶368¶816)

利益剰余金合計 783¶881¶845

純資産合計 783¶882¶019

資 産 合 計 3¶183¶051¶731 負 債 純 資 産 合 計 3¶183¶051¶731
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（注１） 金融商品の時価に関する算定方法
\現金及び預金、]未収入金、_未払金、`短期リース債務
これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該
帳簿価額によっております。

^敷金・保証金
翌事業年度の回収見込額によっております。

a長期リース債務
長期リース債務の時価については、元利金の期末残高を同様の新規リースを行った
場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

（注２） 敷金・保証金
敷金・保証金のうち一部（6¶804¶426円）については、市場価額がなく、かつ将来キャッ
シュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められ
るため、^敷金・保証金には含めておりません。

［重要な後発事象］
該当事項はありません。
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